
生駒経済論叢 第2巻 第1号2004年4月

会計上の利益測定に関する諸問題

山 口 忠 昭

目 次

1は じめに

II外 部財務報告 と利益測定のアプローチ

皿 利益測定に関する会計モデル

IVむ す び

要約 近年,固 定資産の減損に関する時価評価の問題が注 目されている。歴史的原価主義に

基づ く会計上のフレームワークのなかに時価概念が導入されるとき,あ らためて次のような

問題が提起されることとなる。それは,会 計上の利益 とその測定方法,資 産概念の内容等の

会計上の基礎概念 にかかわる問題である。会計上の概念的フレームワークをみる上で,ソ ロ

モンズ ・リポー トは基本的な文献の一つとしてあげることができる。 そこで,ソ ロモンズの

所説にみ られる会計上の利益測定と現在原価 ・安定購買力会計モデルの特徴を明確にす るこ

とにねらいがおかれている。

Abstract In recent years, the area of the impairment of assets has undoubtedly be-

come one of the most intensely researched in accounting. When the current value 

is taken into consideration in the accounting measurement based on the historical 

cost accounting, some academic issues arouse on the framework of financial account-

ing including the choice of income measurement. This paper focuses on Solomons' 

ideas about income measurement and  especially current cost — constant purchasing 

power accounting, since his report has become a well cited paper in this field.
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第2巻 第1号

1は じ め に

会計上の原価 と時価の問題 は,古 きにして新 しい研究対象の一つ といえる。 なぜな ら,

景気変動の動向,経 済基盤の変化をベースとして,常 に原価 と時価の問題が論議の対象 と

されてきたか らである。近年の会計上 の時価評価に関す る論議 については,金 融商品の時

価評価,固 定資産の減損に関する時価評価が注 目され る問題 として取 りあげ られ よう。金

融商品に関す る時価評価の問題の背景 については,こ れを市場特性あるいは経済基盤の変

化に求ある見解がある。 その見解では,会 計上における関心の焦点がプロダク ト型市場経

済を前提 とした理論か らファイナンス型市場経済を前提 とする理論に移動 した とみる(1)。

固定資産の減損にかかわ る時価評価 については,1998年 に国際会計基準 第36号 「資産の

減損(2>」が公表 された。周知のように,IAS第36号 においては,固 定資産に関す る時価評

価の適用の主張をみ ることができる。 わが国においても,平 成14年8月 の 「固定資産の減

損に係る会計基準の設定 に関する意見書」をはじめ,平 成15年10月 には,企 業会計基準委

員会 より,「固定資産 の減損に係 る会計基準の適用指針」が公表 された。固定資産の減損に

かかわる時価評価は,不 動産等の固定資産の価額および固定資産 のもつ収益性が著 しく低

下 している経済状況を背景 に提起 された問題といえる。

金融商品の時価評価,固 定資産の減損に関す る問題 に関 しては,両 者 ともに部分的修正

会計 として捉え られ ることが可能である。 ここにい う部分的修正会計 とは,会 計的措置を

一・部の項 目に限定 して施す ことを意味す る
。固定資産の減損 に関す る問題についてみる

と,歴 史的原価主義 に基づ く会計 フレームワークの もとで,帳 簿価額の臨時的な減額が時

価の適用 により行われる。それ ゆえに,部 分的修正会計 という捉え方ができることとな

る。 これに対 して,全 面的修正会計がある。全面的修正会計では,一 部の項 目に修正が限

られることな く,会 計的措置が全項 目について行われる。

会計上のフレームワークのなかに時価概念が導入されるとき,あ らためて次のような問

題が提起されることとなる。それは,会 計上の利益 とその測定方法,資 産概念の内容等の

会計に関す る基礎概念にかかわる問題である。 この問題 についてみると,会 計上の概念的

(1)武 田隆二 「会計学認識の基点」『企業会計』第53巻第1号(平 成13年1月),4-6頁 。
(2)InternationalAccountingStandardsCommittee,InternationalAccountingStandardNo.
36:lmpairmentofAssets,IASC,London,1998.日 本公認会計士協会 国際委員会訳『国際会計基

準書2001』同文舘,平 成13年。
r国際会計基準書 第36号 資産の減損』については,以 下,IAS第36号 と記すこととする。
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会計上の利益測定に関する諸問題(山 口)

フレー ム ワー クが関連 させ られ る もの とな る。 会計上 の概念 的 フ レーム ワー クの考察 につ

いて は,い わば全面 的修正会 計 として位 置づ け られ る ことが可能 で あ る。

会 計上 の概念 的 フ レー ム ワークをみ る上 で,ソ ロモ ンズ によ る 『財務 報告基 準 のた めの

ガ イ ドライ ン(3)』が基本 的 な文献 の一 つ と して あげ られ る(4)。 こ こで は,ソ ロモ ンズ ・リ

ポー トにみ られ る会計 上 の利益測定 とその会計 モデ ルの特徴 を明確 にす る ことにね らいが

おか れて い る。

H外 部 財 務 報 告 と 利 益 測 定 の ア プ ロ ー チ

ここで は,ソ ロモ ンズ・リポー トにおけ る外部 財務報 告 の 目的,主 要 な情報利 用者 グル ー

プ等 が 明 らか に され る。 つ いで,会 計上 の利益測 定 に関 して,収 益 ・費用 ア プロー チと資

産 ・負債 ア プ ロー チが検討 され る。 この検討 によ り,ソ ロモ ンズの所 説 にお ける利益測定

の考 え方 が明確 にされて い る。

1.ソ ロモ ンズ ・リポ ー トにおけ る外部 財務報 告

ソロモ ンズ ・リポー トの所説 に おいて は,情 報利 用者 に有 用 な会計情報 の提供 とい う視

点 が重視 され て いる⑤。 会 計情報 の 開示 の 目的 にみ れ ば,そ れ に は一般 目的の ため の開示

と個 別 目的の ための開示 の二 つが あ る。 ソロモ ンズ ・リポー トで は,個 別 目的の ための開

示 で はな く,一 般 目的のた めの会計情 報 の開示 に焦 点 がおか れて いる。 一般 目的 のた めの

外部 財務報 告 の機能 につ いてみ る と,(イ)財 務業績 お よび企業 の状 況 の評価,@経 営 管理 に

責任 を もつ者 に対す る業績 の評価,の 投 資,貸 付 あ るいは信用 の供 与,当 該 企業 との取 引,

雇用 に関す る意思 決 定 を行 う こと,こ れ ら三つ が あげ られて い る⑥。一般 的 な利害 関係者

を情報 利用者 と して捉 え る場合,(a)現 在 お よび潜在 的な投資家,(b)現 在 お よび潜在 的 な債

権者(仕 入 先 を含 む),(c)現 在 お よ び潜 在 的な従 業 員(労 働 組合 を含 む)(d)現 在 お よび潜

在 的な顧客 の四つ が主要 な情報 利用者 グル ープ と され てい る(7)。主 要 な情報 利用者 グルー

(3)D.Solomons,GuidelinesforFinancialReportingStandards,ICAEW,1989.
ここでは,上 記の文献をソロモンズ ・リポー トと記すこととする。

(4)ソ ロモンズ ・リポー ト関する内容 とその特徴については,次 の文献 を参照 した。

菊谷正人 「イギ リスにおける会計の覆念的フレームワークの展開一測定の概念的フレームワー

クを中心 として一」,安藤英義編r会 計フレームワー クと会計基準』,中央経済社,平 成8年,168
-189頁 。

(5)D.Solomons,op.cit.,p.5,p.9.

(6}Ibid.,p.9.

(7)Ibid.,p.10.

-35(35)一



第2巻 第1号

プの関心 が企業 の収 益性 と生存性 の二 つ にあ るとす れば,情 報 利用者 に提供 され る会計 情

報 は,損 益 計 算 書,貸 借 対 照表,キ ャ ッ シュ ・フロー計 算書 と い う三 つ の開 示報 告 書 に

よ って構成 され るとす る(8)。したが って,会 計上 の利益 に関す る情 報 は損益計 算書 ・貸借

対照表 によ り提 供 され る こととな る。

2.収 益 ・費 用ア プ ロー チ と資 産 ・負債 アプ ローチ

利益 測定 に関す るアプ ローチ と して,二 つ の アプ ロー チをあ げる こ とが で きる(9)。そ の

一 つ は収益 ・費 用 ア プロー チで あ る⑩
。 い ま一 つ と して,資 産 ・負債 ア プ ロー チが あげ ら

れ るω。

収益 ・費用 アプ ロー チに よる利益 測定 につ いて みれ ば,そ れ は,α)あ る期 間の利益 は,

当該期 間の収益 と,そ の収益 を獲得 す るた めの費用 との差額概 念 と して理 解 され る こと,

@原 価 と収益 の対応 は原価 に関す る期 間配 分 を伴 い,当 期 の費用 とされ ない もの につ いて

は繰延費 用(deferredcharges)と して貸 借対 照表 に計 上 され る ことが特徴 と して指摘 さ

れて いる⑫。 収益 ・費用 ア プ ローチで は,適 正な期 間損益 計算 を行 うことが 中心 的課 題 とさ

れ,繰 延 資産,引 当金 とい うあ る特定 の項 目が,一 期 間の費用 と収益 の適切 な対応 計算 を

行 うた め,貸 借対 照表 に計上 され る。 繰延資 産 は期 間損益 計算 を適正 に行 うことか ら招来

し,純 計算 的資産 あ るい は計算擬 制 的資産 とい う性 質 を もつ。収 益 ・費 用 アプ ローチ に基

づ く利 益測定 の もとで は,会 計上 の資産 が費 用性資産 と して捉 え られ ,原 則 と して取 得原

価 が資産評価 に適用 され る。

資産 ・負債 アプ ロー チ に基 づ く利益測 定 につ いてみ る と,そ れ は,収 益 と費用 の差額 概

念 では な く,純 財産 の変動 の差額 と して利 益概念 を捉 え る⑬。 収益 と費 用 に関 して は,前

者 を純 資産 のイ ンフ ロー,後 者 を純 資 産 の ア ウ トフ ロー の要 因 と して捉 え る ことがで き

る。資産 ・負 債 アプ ローチ に基づ く資産概 念 につ いてみれ ば,発 生 の可能性 の高 い将来 的

(8}Ibid.,p.13.

(9)利 益測定 に関する二つのアプローチ,す なわち収益 ・費用アプローチと資産 ・負債アプローチ

については,次 の文献を参照 した。

FASB,FASBDiscussionMemorandum,AnAnalysisofIssuesRelatedtoConceptualFramework

forFinancialAccountingandReporting:ElementsofFinancialStatementsandTheirMeasurement,
FASB,Stamford,1976.津 守常弘監訳 『FASB財 務会計の概念 フレームワーク』 中央経済社,

平成9年 。
二つの利益測定のアプローチにみられる論争点の相互関連性については,下 記の文献があげら

れる。

津守常弘 『会計基準形成の論理』森山書店,平 成14年,241頁 。

ωFASB,op.Cll.,par.31,pars.38-42,pars.214-218.同 上訳書,52頁,55-57頁,155-156頁 。

ωIbid.,par.31,pars.34-37,pars.208-213.同 上訳書,52頁,53-54頁,153-155頁 。

⑫D.Solomons,op.Cll.,p.16.

{13)Ibid.,p.17.
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会計上の利益測定 に関する諸問題(山 口)

便益,特 定 の実体 に よる便 益 の実質 的 支配,過 去 の取 引 または事象 の発生 の三つ が,資 産

概念 の本質 に関す る主要 な要件 と して あげ られ て い るqの。 したが って,こ れ ら三 つの要件

が具備 されれ ば,金 融商 品 にかかわ る取 引か ら生 ず る項 目につ いて も貸借 対照表 に資産 計

上 され る能 力 を有 す る もの とな る。 また資産 ・負債 ア プロー チでは,計 算 擬制 的項 目,す

なわ ち計算 擬制 的資産 と計算擬 制 的負 債 は貸借 対照 表 に計上 されな い こととな る。

ソロモ ンズ ・リポー トにあ って は,収 益 ・費用 ア プローチ と資 産 ・負債 アプ ローチを利

益測 定 に関 す る競 合 的な見方 と し,資 産 ・負債 アプ ロー チの立場 が と られ て いる⑮。 そ こ

で,資 産 ・負債 ア プ ロー チの立場 を とる理 由をみて みよ う。

ソロモ ンズ ・リポー トは,資 産 ・負債 ア プロー チを とる理 由 と して三つ あ げてい る。 そ

の一つ の理 由 には,収 益 ・費用 ア プロー チが,資 産 の変動 あ るいは貸借対照 表 にお け る他

の要素 にか かわ らせ る とい う観点 か ら収益 と費用 を定義す るので,利 益 の定 義 に論 理 的一

貫性 が保 たれ な い ことがあ げ られ て い る⑯。 す なわ ち,ペ イ トン ・リ トル トンの所 説⑰ な

らび に会計原 則委 員会 ・報 告書第4号 によ る収益 概念 の定義 にみ られ るよ うに,収 益概念 が

資産 の増加 あ るいは負債 の減少 とい う要 因によ り定 義 されて いる ことを,ソ ロモ ンズ ・リ

ポー トは指摘 す るG8)。これ に対 して,資 産 ・負債 アプ ローチで は,純 資産 の変動 ある いは

持分 の変動 とい う観点 か ら利益 が定義 されてい る。 か か る定義 の仕方 は,資 産 ・負債 の変

動 とい う要 因 か ら収益 ・費用 概念 を規定 す るの で,利 益 の定義 に論理 的一貫性 が保 たれ る

とみ る。 か くて,ソ ロモ ンズ ・リポー トは,論 理 的一貫 性 を もつ利益 の定義 とい う観点か

ら資産 ・負債 ア プ ロー チを とるので ある。

ω 資産・負債アプローチに基づ く資産概念にみられる本質的な要件については,次 の文献を参照。

FASB,StatementofFinancialAccountingConceptsNo.6ElementsofFinancialState-

ments,State〃centsofFinancialAccountingConcepts.IRWIN,1993,par.26.平 松一夫,広 瀬義州

訳 『FASB財 務会計の諸概念』中央経済社,平 成6年,297-298頁 。

興津裕康 『財務会計の理論』税務経理協会,平 成8年,90-91頁 。

土方 久編 『貸借対照表能力論』税務経理協会,平 成5年,22-23頁 。

(15)D.Solomons,op.cit.,p.17.

(16)Ibid.,p.17.

{1'1)Ibid.,p.17.
ペイ トン ・リトル トンの所説に関しては,次 のような収益の定義が引用 されている。

「資産に即 していえば,企 業の収益は,結 局は,商 品あるいは用役のいずれかによる事業の生産

物と交換 に,得 意先あるいは顧客から流入する資金の流れによって示され る。収益の勘定は,営

業活動に由来する資産の増加をば,控 除分を度外において,反 映,計 出す るしくみになってい

る。」

W.A.PatonandA.C.Littleton,AnIntroductiontoCorporateAccountingStandards,AAA,

1940,p.47.

北里武三 『ペイ トン,リ トル トン会計基準の研究」大阪経済大学産業経済研究所,昭 和37年,

146頁 。

中島省吾訳 『会社会計基準序説』森山書店,昭 和41年,80頁 。

(18)D.Solomons,op.cit.,p.17.
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第二 の理 由は,利 益決定 の過程 と所 有主持 分 の変動 との関連性 に基づ くものであ る。 資

産 ・負債 アプ ロー チは,利 益 を富(wealth)の 創 出 とみ て,企 業 の有す る富 は貸借 対照 表

の所有 主持分 に区分,表 示 され るべ きで あ るとす る考 えが とられ てい る。 かか る考 え にお

い ては,利 益 決定 は所 有主 持分 の変動 のなか で行わ れ るとす る立場 が と られ るので ある。

ソロモ ンズ ・リポー トで は,偶 発 損失 に備 え る 自家保 険の処理 を例 にあげ,収 益 ・費用 ア

プ ローチ と資産 ・負債 ア プ ローチの両者 の相違 を明確 にす るG9)。すな わ ち,収 益 ・費用 ア

プ ロー チ に したがえ ば,将 来 の損失 に備 え るため に,コ ス トに関連す る収益 と適切 な対応

関係 の観点 か ら自家保 険を費用 とす る会計処 理 が行 わ れ る。 これ に対 して,資 産 ・負債 ア

プ ロー チは費用 と して 自家保 険の借方 計上 を認 めな い。 なぜ な ら,自 家 保険 の場合 に は,

他 の実 体へ の支払 い義務 が現実 に生 じて い るわ けで もなけれ ば,ま た火 災等 の偶 発損 失の

原 因が発生 して い る もので もない ので,資 産 の減少 を認識 ・測定 す る ことはで きな い とす

る見方 を とるか らで ある。 この見 方 では,資 産 の増減 が所 有主 持分 の変動 につ なが る もの

とな る。 したが って,収 益 ・費用 アプ ロー チに よる 自家保 険の会計 処理 は,利 益 決定 の過

程 と所 有主持 分 の変 動 との関連性 を切断 す る もので あ る とい う見解 が ソ ロモ ンズ ・リポー

トのなかで主 張 され て いる⑫Φ。

第三 の理 由 と して,収 益 ・費用 ア プローチ は貸借 対照表 の無欠 性(integrity)と 有用 な

財 務諸 表 と しての価値 を危 う くさせ る もので ある とす る見方 を あ げる こ とがで き る⑳。収

益 ・費用 アプ ロー チに よる利益 測定 の もとで は,歴 史 的原価が 資産評価 基準 とされ,歴 史

的原価 に よる評価 方法 が棚卸 資産評価 に適 用 され る。 ソロモ ンズ ・リポー トは,棚 卸 資産

評 価方法 た る後入 先 出法 を と りあげ,後 入先 出法 を用 い る場合 に は貸借 対照表 の棚卸 資産

評 価額 が カ レ ン ト・バ リューを示 す もので はな い と批判 す る伽。 この批判 の うち には,貸

借 対照表上 の資産 価値 は カ レン ト・バ リューで表示す べ しとす る考 え方 が ある とみ てよ い。

かか る考 え方 の背 後 には,資 産 の測定属 性 に関す る選択 の問題 があ る。

以 上 の よ うに,ソ ロモ ンズ ・リポー トの所説 は,収 益 ・費用 ア プ ロー チを 批判 し,資

(19)Ibid.,pp.17-18.

自家保険の会計処理については,次 の文献においてソロモ ンズの見解を理解することができる。

D.Solomons,MakingAccountingPolicy,OxfordUniversityPress,NewYork・Oxford,

1986,pp.130-131.

加藤盛弘監訳 『会計原則 と会計方針』森山書店,平 成2年,143-145頁 。

⑳D.Solomons,op.Clt.,pp.17-18.

ソロモンズ・リポー トの所説では,費 用・収益アプローチにおいて,主 観性が利益決定に介入す

ること,な らびに利益の平準化が行われやすいことが指摘 されている。そ して,損 益計算書 ・貸

借対照表 に計上される項目については,そ れが経営者の裁量 に任されていることをあげている。

(21)Ibid.,p.18.

(22》Ibid.,P.18.
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産 ・負債 アプ ローチの優位性 を説 く。 その優位性 を もって,資 産 ・負債 アプ ローチ を諒 と

す る見解 が主 張 され て いるので あ る。

皿 利 益 測 定 に 関 す る 会 計 モ デ ル

ソロモ ンズの所説 にみ られ る会計 モ デルの検討 に際 して,ま ず利益 測定 の会計 モデ ルに

関す る要件 が と りあげ られ る。 そ して,ソ ロモ ンズ に よる所説 に したが って,こ の要件 を

満 たす会 計 モデル の特 徴 が明 らか に されて いる。

1.利 益 測定 の会計 モデ ル に関す る要件

一 般 目的 の財 務諸表 の作成 において
,利 益測定 の ための会計 モ デルの選択 が重要 な課題

とな る。 なぜ な ら,会 計 モデル の選択 によ って,会 計上 の利益 は異 な る もの とな るか らで

あ る。 それ ゆえ,異 な る利用 目的 に は,そ れ に適 合 した異 なる利益 の測定 と伝達 とい う考

え方 が成 り立 つので あ る㈱。

会 計 モデル の選択 には,α)資 産 ・負債 を測定す る属性 の選択 と(口)測定単位 の選択 とい う

二 つ の局面 が あ る⑳。二 つ の局面 の うち,前 者 につ いて は,歴 史 的原価,カ レ ン ト・コス

ト等 の測 定属 性 の うち,ど れ を選択 す るか とい うこ とが 意 味 され る。 後者 につ い てみ る

と,名 目貨 幣 単位,安 定購 買力単 位(unitofconstantpurchasingpower)等 が あ げ ら

れ,か か る測定 単位 の うち,い か な る測定 単位 を選択す るか とい うことが 問題 と され る。

この二 つの局面 は互 い に独立 した もので あ り,両 者 の結 合関係 が可能 となる。 た とえ ば,

歴史 的原価 を もって資産 ・負 債の測定 属性 と し,名 目貨 幣単位 を測定 単位 と して選 択す る

とき,こ の二 つの結合 関係 は,い わゆ る歴 史的原価 主義 に基づ く会計 モ デル を形成 す る こ

ととな る。

一 般 に認 め られ た会 計原則(GAAP)に 合致 す る会計 モデル と して
,歴 史 的原 価主 義会

計 が あげ られ よ う。 しか しなが ら,歴 史 的原 価主義 会計 は,必 ず しも純 粋 な内容 とその形

態 で適用 され てい るわ けではな い。 た とえば,例 外的 な基 準 に,低 価主 義 に基 づ く低価 基

準 の適用 が例 にあ げ られ る。 ソロモ ンズ ・リポー トは,会 計 実務基 準書第12号 にみ られ る

固定資産 の評価 切 り下 げ の適 用,会 計実 務 基準書第19号 にお ける投 資 目的保有 の不動産 に

㈱G.Whittington,InflationAccounting-、VhatNext?,inR.LeachandE.Stamp,

(eds.),BritishAccountingStandards,theFirst10Years,WoodheadFaulker,Cambridge,1981,

p.76.

⑳D.Solomons,op.Clt.,P,49.
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対 す る公 開市場 価値(openmarketvalue)に 基 づ く評価等 を あげ㈱,貸 借 対照 表上 の原

価 数値 とカ レン ト・バ リュー に乖離 が生 ず る場合 には,時 価 の適 用 が行 われ るこ とを指摘

す る。 さ らに ソロモ ンズ ・リポー トで は,歴 史 的原 価主 義会計 に対す る批判 的見解 を取 り

あ げて,歴 史 的原価 主 義会計 の問題 点 が指摘 されて い る㈱。す で にみ た ように,ソ ロモ ン

ズの所説 は,資 産 ・負債 アプ ローチを支持 し,収 益 ・費用 アプ ローチを批判 す るわ けであ

るか ら,歴 史 的原価主 義会 計 に賛 同 しない立場 を とる ことはい うまで もない。

それ で は,歴 史的原 価主 義会計 に代 えて,可 能 な 限 り情報利 用者 のニ ーズ に適合 す る会

計 モ デル とは,い か な る もので あろ うか。 ソロモ ンズ ・リポー トに よれ ば,情 報利 用者 の

ニー ズを満 たす適切 な会計 モデル に は,次 な る五 つ の要件 が必 要 であ る とされ る⑳。

(a)貸 借対 照表 は,貸 借 対照表 日にお ける実体 の財 政状態 につ いて,真 実 かつ 公正 な計

算書 で あ るべ き こと

(b)実 体 の資産 と負債 は,貸 借対 照表 日において,継 続企業 に とって の価 値 で貸借対 照

表 に計上 され るべ きであ る こと

(c)損 益 計 算 書 に お い て 採 算 の と れ る状 況 に つ い て は,所 有 主 の実 質 的 財 務 資 本

(owners'realfinancialcapital)は 実体 によ って保全 され て いる ことが意 味 され る

べ きであ るこ と

(d)財 務諸 表 によ って表 示 され る成 果 につ いて は,首 尾一貫 して測定 が行 われ るべ きで

あ る こと

(e)財 務諸 表 に よって開示 され るす べて の情 報 は,検 証可 能で あ り,コ ス ト効 果 を もつ

⑫∂Ibid.,P.49.
ASC,AccountingforDepreciation,StatementofStandardAccountingPracticeNo.12(re-

vised),ASC,London,1987,par.19.田 中弘,原 光世訳 『イギ リス会計基準書』中央経済社,平

成2年,187-188頁 。

ASC,AccountingforInvestmentProperties,StatementofStandardAccountingPrac-

ticeNo.19,ASC,London,1981,par.11.同 上訳書,255頁 。

上記の文献については,次 の文献に収められている。

ICAEW,AccountingStandards1988/89,AldenPress,Oxford,1988.

㈱D.Solomons,op.Clt.,p,50.

歴史的原価主義会計に対する批判的見解を列挙すれば,次 のとお りである。

(イ)物 価変動期には,タ イムラグのために費用 と収益の適切な対応計算が不可能となり,そ の

結果,利 益数値は歪曲された ものとなること

@貸 借対照表は,企 業活動で用いられた資源に関 して,実 態に即 した表示をあらわさないこと

の 前述のω と(ロ)の結果,資 本利益率が誤導されること

⇔ 物価変動に起因する保有利得 と保有損失が認識 ・測定 されないので,経 営業績が誤表示さ
れること

㈹ 貨幣性資産 ・貨幣性負債の保有か ら生ずる購買力損益が認識されないこと

の 売上高,利 益額について,時 系列による業績測定が不可能となること

上記の批判的見解に加えて,同 一企業内での期間比較 ・企業相互間比較,経 営者による利益の

不正操作,会 計数値の加法性等の問題が指摘されている。

(2711bid.,pp.51-52.
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べ きで あ るこ と

要件 の(c)と(d)に つ いて補 足説明 をす る と,次 の とお りで あ る。 要件(c)に 関 しては,所 有

主 の実質 的財務 資本概 念が 維持すべ き資本 概念 とされ る。 したが って,利 益 あ るい は損失

は,期 首 と期末 におけ る二 時点間 の実質 的財務資本 の額 を比較 す る とき,期 末 の実 質 的財

務 資本 の増加 あ るいは減少 を意味す る もの とな る。 要件(d>に つ い てみ る と,そ れ は,物 価

変動 期 と物 価安定 期 の いず れ において も,期 間 的比 較可能 性 が首 尾一 貫 した測定 に よ って

確保 され るこ とを意 味す る もので あ る。

2.利 益 測定 の会計 モデ ル

さて,上 記 の(a)か ら(e)までの五つ の要件 を満 たす 適切 な会計 モ デル とはいかな る もので

あろ うか。 すな わ ち,ソ ロモ ンズ ・リポー トで は,い かな る会計 モデル を提示 す るので あ

ろ うか とい う問題 が提起 され ること とな る。 この問題 の考 察 にあ た り,資 産 ・負債 の測定

属性 の選択 と測定単 位 の選択 の二 つ が検討 され る必 要 があ る。

(1>資 産 ・負債 を測定 す る属性 の選 択

資産 ・負債 を測定 す る属 性 の選 択 につ いてみ る と,ソ ロモ ンズ ・リポ ー トでは,歴 史的

原価 とい う測 定属性 に代 え て,カ レン ト・バ リューに よ る測定属性 が主 張 されて いる。 す

な わち,資 産価 値測定 には,企 業 に とって の価値(valuetothebusiness)が 適 切 であ る

とす る見解 が説 かれ る㈱。負 債 の価 値 につ いて は,カ レン ト ・バ リュー によ る測定 のため

に,除 去価値(reliefvalue)の 適 用 が説 か れて いる⑳。

企業 に とって の価 値 は,バ クス ターの説 く剥奪価 値 と同一 の思 考 であ る。 そ して剥奪価

値 の思 考 は,現 有資産 のカ レン ト・バ リューを会 計測 定 に取 り入 れ るこ とがね らい と され

る⑳。資産 のカ レン ト ・バ リューにつ いて み ると,そ れ は基本 的 に三 つ の測定属 性 か らな

る もの と して捉え られ る ことが で きる。 ここに三つ の測定属性 とは,現 有資 産 の取 替原価

(RC),正 味実 現可 能価 値(NRV)お よび現 在価 値(PV)を さす。 剥 奪価値 は,取 替原

㈱Ibid.,pp.52-53.

ソロモンズによる 「所有主にとっての価値 に関する説明は,次 の文献にみ られ る。

D.Solomons,EconomicandAccountingConceptsofCostandVaiue,inM.Backer,

(ed.),ModernAccountingTheory,Prentice-Hall.EnglewoodCliffs,N.J.,1966,p.123.
D.Solomons,AssetValuationandIncomeDetermination:AppraisingtheAlterna-

tives,inRobertR.Sterling(ed.),,9ssetlaluationandIncomeDetermination,ScholarsBook

Co.,Texas,1971,p.111.

(29)D.Solomons,op.cit.,p.53.

⑳ 山口忠昭 「物価変動下における剥奪価値説の検討ξ→・(⇒」『會計』第150巻 第2・3号(平 成8

年8・9月)。

企業にとっての価値,す なわち剥奪価値については次の文献があげ られる。/
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価,正 味実現可能価値,現 在価値によって構成され,こ れら三者の大小関係によって決定

されることとなる。剥奪価値をDVと してあ らわすと,剥 奪価値は次のように示 されるこ

とができる。

DV=min{RC,max(NRV,PV)}

負債 の価値の測定 については,除 去価値概念の適用が主張 される⑱D。ソロモ ンズ・リポー

トは,(イ)正確に類似す る債務証券の発行によって調達 される額 と(ロ)最も経済的な方法で負

債を決済す る支払額の両者を比較 し,(イ)と@の うち,い ずれか高い方の額をもって除去価

値の測定額 とする勧。ちなみに,バ クスターの所説 によると,除 去価値は,「 もし企業が負

担を取 り除かれたとすれば,企 業が受け取 るであろうところの効益㈱」をその内容 とす る。

ソロモ ンズ ・リポー トとバ クスターの所説の両者を重ね合わせ ることにより,除 去価値を

解すれば,次 のようになる。すなわち,バ クスターの所説においては,当 該負債 と同等の

支払いにより新規に調達可能な取替負担額が,取 替借入(RL)と される。バクスターのい

う取替借入が,ソ ロモ ンズ ・リポー トのα)にあたる。 ソロモ ンズ ・リポー トの(ロ)の内容 は,

バクスターのいう負債の現在買戻価格(CRP)と 将来支出の現在価値(PV)の うち,い

   W. T. Baxter, Depreciating Assets : The Forward-looking Approach to Value, Abacus, 
 December 1970, pp. 120-121. 

   W. T. Baxter, Depreciation, Sweet & Maxwell, London, 1971, p. 30, pp.  32-36. 
   W. T. Baxter, Accounting Values and Inflation, McGraw-Hill, London, New York, 1975, p. 

 126, p. 144. 
   W. T. Baxter, Depreciating Asset:An Introduction, Gee & Co Limited, London, 1981, pp. 14 

  -16 . 
   W. T. Baxter, Inflation Accounting, Philip Allan, Oxford, 1984, pp. 200-201. 

   W. T. Baxter, Accounting Theory, Garland Publishing, New York • London, 1996, pp. 27 
  -32 .

企 業 に と っ て の 価 値 に 基 づ く情 報 を 重 視 す る 見 解 と し て,次 の 文 献 が あ げ ら れ る 。

ASSC,TheCorporateReport,ASSC,London,1975,pp.70-71.

㈱ バ ク ス タ ー は,カ レ ン ト ・バ リ ュ ー に 基 づ く負 債 評 価 に つ い て 論 じ,除 去 価 値 概 念 を 主 張 す る 。

除 去 価 値 に 基 づ く負 債 評 価 に 対 す る 批 判 に つ い て は,カ ル カ ニ ィ の 所 説 を あ げ る こ と が で き る 。

な お,剥 奪 価 値 概 念 ・除 去 価 値 概 念 に 関 し て は,次 の 文 献 を 参 照 さ れ た い 。

除 去 価 値 概 念 に つ い て,次 の 文 献 を 参 照 さ れ た い 。

W.T.Baxter,op.cit.,1975,pp.138-139.

W.T.Baxter,op.cit.,1984,pp.224-226.

D.Solomons,op.Clt.,pp.173-176.加 藤 盛 弘 監 訳,前 掲 訳 書,197-199頁 。

D.Kulkarni,TheValuationofLiabilities,AccountingandBusinessResearch,Summer

1980.

ASB,DiscussionDraft,StatementofPrinciplesChapterS,MeasurementinFinancialStatement,

March1993,pars.30-31.

カ レ ン ト ・バ リ ュ ー に 基 づ く負 債 評 価 を 批 判 し た 文 献 と して 次 の も の が あ げ ら れ る 。 な お,バ

ク ス タ ー の い うreliefvalueに つ い て,免 債 価 値 と い う 用 語 が 用 い ら れ て い る 。

中 野 勲 『会 計 測 定 論 』 同 文 舘,昭 和62年,95-97頁 。

(32JD.Solomons,op.cit.,p.53.

㈱W.T.Baxter,op.Clt.,1975,p.138.
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ず れか一方 の低 い当該 負債 の決 済支払 額 を さす もの と考 え られ る。 か くして,負 債 の カ レ

ン ト・バ リューを示す 除去価値(RV)は 次 の よ うに あ らわす ことが で きる。

RV=max{RL,min(CRP,PV)}

剥 奪価 値 と除去価値 の両者 は,と もに資産 ・負債 のカ レン ト ・バ リュー を会 計測定 に取

り入 れ よ うとす る思考 で ある。 この思 考 では,剥 奪 あ るいは除去 とい う仮定 を お き,現 在

時点 で如何 ほ どの損失 の 回避 あるい はベ ネ フィ ッ トの獲 得が な され るか とい う視点 か ら資

産 ・負債 の カ レン ト・バ リューが捉 え られ て いる。 経営者 の意思 決定 は,現 在時点 にたち,

将来 を射程 範囲 に入れ て行 われ る。現 在 時点 において経 営意思 決定 が行 われ る とき,過 去

の原価 で はな く,資 産 ・負 債 の カ レ ン ト・バ リューが 重視 され るこ と とな る。 したが っ

て,ソ ロモ ンズ ・リポー トにみ られ る剥奪 価値 と除去価 値 は,経 営意 思決定 をベ ー ス とす

る思 考 といえ る。 そ して,ソ ロモ ンズの所 説 は,カ レン ト・バ リュー に基づ く会計 情報 が,

投 資家,債 権者 等 の利 害 関係 者 に とって有 用 な もの とみ る。

(2)測 定単位 の選択

ソ ロモ ンズ ・リポー トは,会 計上 の利 益概 念 が純 財産 の変動 に よ って測定 され る とす

る0す な わ ち,会 計 上 の利益 は,期 首 時点 と期 末 時点 の二 時点 間 にお ける純 財産 の増加

分 を さすの であ る。 ソロモ ンズ ・リポー トにおいて は,純 財産 が名 目貨 幣単 位 あ るいは実

質 単位 に よ って測定 され ると し,名 目貨 幣単位 あ るい は実質 単位 のいず れで あれ,純 財産

の測定 は財務 資本 概念 に属 す るもの とす るG9。財務 資本概 念 に対 して物 的資本 概念 が考 え

られ るが,ソ ロモ ンズ ・リポー トの見解 は財務 資本概 念 の選 択 を指 向す るので あ る。

さて,純 財産 の測 定が名 目貨幣 単位 に よ って行 われ るな らば,財 務貨 幣資本概 念 の内容

は貨 幣財務資本 と して捉 え られ ること とな る。 他方,安 定購 買力単 位 が純 財産 の測定 に適

用 され るな らば,財 務 資本概 念 の内容 は実 質的 財務資本(realfinancialcapital)と して

理解 され る。 こ こで貨 幣財 務 資本 が歴 史 的原 価主 義 会計 に結 びつ くこ とはい うまで もな

い。 ソロモ ンズ ・リポー トで は,貨 幣財 務資本 概念 の見方 を否定 し,実 質 的財務 資本概 念

の見解 を選 択す る立場 が主張 されて い る36。

鱒D.Solomons,op.Clt.,p.55.

G5》Ibid.,p。55.

⑬㊦Ibid.,P.55.
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3,現 在原価 ・安定購買力会計モデル

すでにみたように,ソ ロモンズ ・リポー トの所説は,企 業 にとっての価値(剥 奪価値)

が資産価値測定に適切であるとする見解を説 く。企業 にとっての価値に基づ く資産評価で

は,一 般的に,現 在原価が適用 される。測定単位の選択については,純 財産が名 目貨幣単

位あるいは実質単位 によって測定 され るとし,実 質単位を測定単位 とした実質的財務資本

概念が主張されている。 この主張 は,維 持すべき資本概念 に実質的財務資本概念が とられ

ることを意味するものである。維持すべき資本概念 剥奪価値思考 は,イ ンフ レ経済,プ

ロダク ト型市場経済を背景 に論議の対象 とされた。英国では,1970年 代半ばに剥奪価値概

念が注 目されたことは周知の とお りである。あえて会計上 における関心の焦点がプロダク

ト型市場経済を前提 とした理論 とファイナンス型市場経済を前提 とする理論へ と移行 した

と捉えるな らば,ソ ロモンズ ・リポー トの所説は,プ ロダク ト型市場経済を背景 としなが

ら,二 つの市場経済の移行過程の途上にある見解 として位置づけられることができる。

維持すべき資本概念 と資産の測定属性の結合関係か ら会計モデルを示せば,図 表1-1

のようになる。

図表1-1

図 表1-1に は 示 され て い な い が,会 計 上 の利 益 測 定 に は,正 味 実 現 可 能 価 値 を 基 礎 と

す る所 説 が あ る⑳。 こ の 所 説 の 理 論 的 基 礎 を な す 学 説 が,チ ェ ンバ ー ス に よ る売 却 時 価 説

で あ る幽。 か か る所 説 に 対 して,ソ ロ モ ン ズ ・リポ ー トで は異 を 唱 え る見 解 が 主 張 され て い

る。 そ の 見 解 は,継 続 企 業 と い う視 点 か らの 資 産 評 価 を 重 視 す る こ と に よ り,正 味 実 現 可

⑳ICAS,MakingCorporateReports%1梶oわ1ε,KoganPageLimited,London,1988,pp.61-64.

ICASに よ るMakingCorporateReportsValuableに つ いて は,下 記 の文献 で紹介 が行わ れてい

る。

前 田貞 芳 「英国 にお け る新 しい会社 会 計報 告 枠組 の 探 求一ICAS,MakingCorporateReports

valuableの 吟 味一」,『武蔵大学論 集』第38巻 第5・6号,(平 成3年3月)。

劔D.Solomons,op.Cll.,p.61.

チ ェ ンバー スによ る売 却時価説 に関 しては,下 記 の文献 で取 りあげ,検 討 が行 われて い る。

山 口忠 昭 「売却 時価主 義 に関す る一 考察」 「京都 学 園大学経営 学部 論集』第5巻 第1号(平 成

7年7月)。
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能価値 に基づ く資産評価が企業の清算 を仮定 した ものであるとする鱒。 そして,正 味実現

可能価値 に基づ く所説 は,あ る特定の 目的のために役立つ数値を提供す るものであるとす

る。換言すれば,正 味実現可能価値 に基づ く所説 は,限 定された 目的にのみ有用な ものと

みる。か くて,一 般 目的のための会計情報の開示 については,正 味実現可能価値に基づ く

所説ではな く,現 在原価 ・安定購買力会計モデルが適切であるとす る。

現在原価 ・安定購買力会計モデルの利益測定においては,会 計上の利益が操業利益 と保

有利得に区分 ・表示 される。かかる区分 ・表示は利益の活動源泉別に基づ くものである。

つま り,操 業利益は企業による操業活動,保 有利得は保有活動か ら生ず るもの となる。 ソ

ロモ ンズ ・リポー トの所説において,企 業の業績 と経営者の業績 との間に線引きを行 う必

要性が説かれている㈲。企業の業績 に影響 を与える要因として,た とえばインフレー ショ

ン等の経済事象があげ られる。インフレ等の要因それ 自体は統制不能要因として考え られ

るが,財 務業績の明確化をはかるうえで,現 在原価 ・安定購買力会計 モデルの利益測定は

有用な ものといえる。

現在原価 ・安定購買力会計モデルにおいては,カ レン ト・バ リューを会計測定に取 り入

れることによ り,情 報利用者の意思決定に資する情報提供がはか られている。また,現 在

原価 ・安定購買力会計モデルにおいては,維 持すべき資本概念 として実質的財務資本概念

がとられ,そ の資本概念を前提とした利益決定によって利害調整が試み られていると考え

られる。か くて,現 在原価 ・安定購買力会計モデルはソロモンズ ・リポー トの特徴をなす

ものといえる。

IVむ す び

ソロモ ンズ ・リポー トの所説は,情 報利用者に有用な会計情報の提供 という視点を重視

す る。そ して一般目的のための会計情報の開示が問題 とされている。主要な情報利用者グ

ループが企業の収益性 と生存性の二つに関心 をお くな らば,情 報利用者 に提供 され る会計

情報 は,損 益計算書,貸 借対照表,キ ャッシュ ・フロー計算書 という三つの開示報告書 に

よって構成されるとす る。

会計上の利益測定に関す るアプローチには,収 益・費用アプローチと資産・負債 アプロー

チがあげ られる。ソロモ ンズ ・リポー トにおいては,収 益 ・費用アプローチに代えて,資

(39)D.Solomons,op.cit.,p.54.

(4(1)Ibid.,p.11.
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産 ・負債 アプ ローチの立場 が とられ てい る。 その理 由の一つ と して,貸 借対 照表上 の資産

価値 は カ レン ト・バ リューで表示 すべ しとす る考え方 を あげる こ とがで き る。 カ レン ト・

バ リュー によ る情報 は,情 報利用者 の意 思決定 に有用 な会計情 報 の提供 とい う目的 に適合

す る と考 え られ るか らであ る。

一般 目的 の財 務諸表 の作 成 におい て,会 計 モデル の選択 が重要 な課題 とな る。 会計 モデ

ルの選 択 には,資 産 ・負債 の測定属 性 の選択 と測定単 位 の選 択 とい う二 つの局面 が あ る。

資産 ・負債 を測 定 す る属性 の選択 につ い てみ る と,ソ ロモ ンズ ・リポ ー トで は,カ レ ン

ト・バ リューに よる測 定属性 が とられ る。 す なわ ち,資 産価値 測定 には剥 奪価値,負 債の

価値 につ いて は,除 去 価値 の適用 が説 かれ るので あ る。測定 単位 の選択 につ いて は,実 質

単位 に基 づ く実 質 的財 務 資本 概 念 が維 持す べ き資 本概 念 と され る。 か く して,ソ ロモ ン

ズ ・リポー トにおいて は,現 在原 価 ・安 定購買 力会 計 モデルが主 張 されて い るの であ る。

現在 原価 ・安定購 買力会 計 モデル の利 益測定 で は,会 計上 の利益 を活 動源泉 別 に操 業利

益 と保 有利得 に区分 ・表 示 され るこ とが可能 で あ る。 ソ ロモ ンズの所説 で は,財 務業 績 の

明確化 を はか る うえで,現 在原価 ・安 定購買力 会計 モ デルの利益 測定 は有用 な もので ある

とされて い る。

現在 原価 ・安定 購買力 会計 モデル に おいては,カ レン ト・バ リューを会計測 定 に取 り入

れ る こ とに よ り,情 報利 用者 の意 思 決定 に資す る情 報提供 が はか られ て いる。 また,現 在

原価 ・安定 購買力 会計 モデル の利益 測定 にお いては,実 質的財務 資本概 念 を前 提 と した利

益決 定 に よって利 害調整 が はか られ て いる と考 え られ る。 会計上 の情 報提供 と利害調 整 を

考 え る うえで,ソ ロモ ンズの説 く現 在原価 ・安定購 買力 会計 モデル に基づ く利 益測 定 は傾

聴 に値す る もの といえ る。
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